
 

令和４年５月１９日 

堺 市 上 下 水 道 局 

 

舗装道本復旧工事（水道事業南部区域）単価契約（令和４年度）の 

設計図書の訂正について（通知） 

 

舗装道本復旧工事（水道事業南部区域）単価契約（令和４年度）について、下記のとおり、

一部訂正しますので、お知らせいたします。 

現在、堺市入札情報公開システムに掲載されている書類は訂正済みです。再度ダウンロード

していただくか、お持ちの書類を下記のとおり訂正していただきますよう、お願いいたします。 

なお、開札予定日時、入札書の提出期間の変更はありません。 

ご迷惑をお掛けし、お詫び申し上げます。 

 

記 

 

１．訂正箇所 

・特記仕様書 

 

２．訂正内容 

・特記仕様書「（別紙）積算上の条件について」の、１．２）積算単価月と適用単価の関

係の表中、建設廃棄物等受入価格 令和３年度建設廃棄物等受入価格（上半期 R04.2.1

適用）を令和３年度建設廃棄物等受入価格（下半期 R04.2.1 適用）に訂正します。 
 

【訂正前】 
単価種別 適用する単価 備考 

建設廃棄物等受入価格 
令和３年度建設廃棄物等受入価格 

（上半期 R04.2.1 適用） 
大阪府都市整備部 

 
【訂正後】 

単価種別 適用する単価 備考 

建設廃棄物等受入価格 
令和３年度建設廃棄物等受入価格 

（下半期 R04.2.1 適用） 
大阪府都市整備部 
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特 記 仕 様 書 

 

（総則） 

1 適 用 

１） 本特記仕様書は、堺市上下水道局が発注する舗装道本復旧工事（水道事業南部区域）単

価契約（令和４年度）に適用する。 

２） 本工事の施工に当たっては、別に定める「水道工事共通仕様書（令和４年４月版）」（以

下「共通仕様書」という。）に従うこととし、本特記仕様書は、共通仕様書に優先するも

のとする。 

 

2 積算上の条件について 

本工事の積算上の条件については別紙「積算上の条件」によるものとする。なお、別紙「積

算上の条件」は、入札参加者の適正かつ迅速な見積に資するための資料であり、 契約上の拘

束力を生じるものではない。 

 

 

3 時間的制約を受ける作業 

本工事の施工時間帯及び作業時間は、下表のとおりとする。なお工事着手後、関係機関等

との調整の結果、施工時間帯に変更が生じた場合は、監督員との協議事項とし、設計変更の

対象とする。 

施工時間帯 作業時間 備考 

9 時 00 分～17 時 00分 7 時間/日  

22 時 00～ 6 時 00分 7 時間/日  

注１）準備後片付け等の時間は 30 分とし、施工時間内に含むものとする。 

注２）作業員の作業時間は、上記における施工時間帯に 1時間の休憩時間帯を取得するも

のとして積算しているが、工事契約上の拘束力を生じさせるものではない。 

注３）割増後の労務単価は、1円単位(1 円未満切捨て)とする。 

注４）交通誘導警備員については、時間的制約を受ける作業の対象外とする。 

 

4 交通安全対策 

１） 交通誘導警備員、交通規制車及び工事看板等保安施設については、所管警察署と監督員

の指示に従い必要人数及び必要数をもれなく配置すること。 

２） 本工事に配置する交通誘導警備員Ａとは、警備員等の検定等に関する規則（平成１７年

１１月１８日国家公安委員会規則第２０号）に基づき大阪府公安委員会が必要と認める路

線において、規制箇所ごとに 1名以上配置しなければならない交通誘導警備検定合格者（１

級又は２級）とする。 

３） 受注者は、配置する交通誘導警備員Ａの交通誘導警備検定合格証（写し）を監督員に提

出しなければならない。 

 

5 過積載の対策 

１） 受注者は、土砂等をダンプカー等に積載する場合には、車検証に記載されている最大積

載量を超えてはならない。 
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２） 受注者は、目視（別紙「過積載と疑わしい車両の目安」参照）や自重計及びトラックス

ケール等によって土砂等の積載を日常的に管理（記録）し過積載防止の周知徹底に努めな

ければならない。 

３） 受注者は、過積載防止を一層徹底するため、工事関係者への周知徹底および過積載防止

への啓発を行うなどして、過積載防止の促進に努めなければならない。 

 

6 事故報告書 

受注者は、工事の施工中に事故が発生した場合には、直ちに監督員に連絡する。また、建

設工事事故データベースシステムの登録対象となる工事事故の場合、監督員が指示する期日

までに、工事事故報告書を提出し、建設工事事故データベースシステムに、工事事故に関す

る情報を登録する。 

 

7 暴力団等の排除について 

暴力団等の排除については、別紙「暴力団等の排除について」によるものとする。 

 

8 法定外の労災保険の付保 

本工事において、受注者は法定外の労災保険に付さなければならない。 

なお受注者は、上記保険の証券等（契約内容が分かるもの）の写しを、監督員に提出する

こと。 

 

9 電波法令の遵守 

受注者は、工事用車両運転手を対象に、無線局免許の有無、無線機における「技適マーク」

の有無、また、無線機の規格等について自主点検を行わなければならない。なお、受注者が

無線を使用する場合は「総務省 電波利用ホームページ」（URL 

http://www.tele.soumu.go.jp/）の記載事項に従うものとする。 

 

 

（施工一般） 

10 工期の厳守 

受注者は、契約後１４日以内に現場着手時期に関する打合せを監督員と行い、工期内の完

成を厳守すること。 

 

11 施工管理 

受注者は、「水道工事施工管理基準（令和４年４月版）」に基づき、工事着手前に施工管理

担当者及び施工管理計画を定め、適切な施工管理を行わなければならない。 

 

12 任意施工 

設計書の内訳書における規格欄及び代価表に記載している建設機械については、別途、特

別の定めがある場合を除き、受注者がその責任において定めるものとする。その場合、設計

金額の変更は行わないものとする。ただし、現場条件や数量の変更等についてはこの限りで

ない。 

 

 

 

http://www.tele.soumu.go.jp/
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13 作業工程表の提出について 

   受注者は、施行指示書を受理後、その施行指示書の作業予定を記載した作業工程表を監督 

  員に提出するものとする。また、様式や提出期限等については事前に監督員の承諾を得るも

のとする。 

 

14 路面標示用塗料について 

本工事で使用する区画線等の路面標示用塗料については、新 JIS K-5665:2018 対応製品を

使用すること。 

 

15 工事着手前の現地踏査 

工事着手前に施工箇所を確定するため、現地踏査を行うものとする。 

 

（建設副産物） 

16 建特定建設資材及び特定建設資材廃棄物についての適正な措置 

１） 受注者は､特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了したときは、建設リサイクル法第１８

条に基づき､以下の事項を「再資源化等報告書」に記載し､監督員に報告するとともに、再

資源化の実施状況に関する記録を作成、保存することとする。 

(ア) 工事の名称 

(イ) 工事の場所 

(ウ) 再資源化等が完了した年月日 

(エ) 再資源化等をした施設の名称及び所在地 

(オ) 特定建設資材廃棄物の再資源化等に要した費用 

(カ) 再生資源利用実施書､再生資源利用促進実施書（改正建設リサイクルガイドライン様式

１，２） 

２） 本工事における特定建設資材廃棄物は、再資源化施設に搬入することとし、積算上の条

件は別紙「積算上の条件について」の「建設副産物の処理」のとおりとする。また、現場

条件や数量に変更が生じた場合は監督員と協議するものとし、設計変更の対象とする。た

だし、受注者が堺市上下水道局の条件明示と異なる再資源化施設を選択した場合においては設

計変更の対象としない。 

３） 本工事における特定建設資材廃棄物以外の建設廃棄物は、原則として再資源化施設に搬

入することとし、積算上の条件は別紙「積算上の条件について」の「建設副産物の処理」

のとおりとする。また、現場条件や数量に変更が生じた場合は監督員と協議するものとし、

設計変更の対象とする。ただし、受注者が堺市上下水道局の条件明示と異なる再資源化施設

を選択した場合においては設計変更の対象としない。 

 

17 建設副産物処理の確認 

受注者は産業廃棄物の処理にあたって、現場からの搬出状況、処分地への搬入状況につい

て確認を行わなければならない。また、監督員からこれらについて立会の指示があった場合

は協力しなければならない。 

 

18 建設副産物実態調査（センサス） 

１） 本工事の請負代金額が１００万円以上の工事であった場合は、受注者は、工事・再資源

化等が完了した際に、再生資源利用実施書及び再生資源利用促進実施書を作成し、監督員

に提出するものとする。 
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２） 再生資源利用「促進」実施書は３部作成し、１部は自社で工事完了後１年間保管、２部

は監督員に提出するものとする。 

 

19 舗装切断時に発生する排水の処理 

舗装切断作業に伴い、切断機械から発生する排水については、排水吸引機能を有する切断

機械等により回収するものとする。回収された排水については、産業廃棄物（汚泥）であり、

関係機関等と協議の上、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づき、適正に処理するこ

と。 

 

（その他） 

20 工事場所 

堺市中区、東区、南区、美原区及び松原市、和泉市、羽曳野市、富田林市、大阪狭山市の

一部を含む。 

 

21 指示方法 

工事施工の指示は堺市上下水道局からの施行指示書で指示するものとする。 

 

22 数量計算等の取扱い 

舗装工事における数量計算等の取り扱いについて次のとおりとする。 

１） 数量計算に用いる数値、算出する面積（m2）及び区画線・境界ブロック等（m）の員数

は小数点第 2位（小数点第 3位四捨五入）とする。 

 

２） 工事請負金額は、施工場所毎に数量計算で算出した員数に契約単価を乗じ、それら算

出された金額（1円未満切り捨て）の合計に消費税相当額を加算した金額を用いる。 

 

23 面積の算出 

0.5 m2/箇所未満の鉄蓋等の面積は、舗装面積から控除しない。 

 

24 工事看板 

受注者は、工事看板について、別紙「工事看板記載例」に基づき作成するものとし、監督

員の承諾を得るものとする。 

 

25 特定調達品目 

受注者は、資材（材料及び機材を含む）、工法、建設機械または目的物の使用にあたっては、

環境物品等（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成 27 年 9 月改正 法律

第 66 号。「グリーン購入法」という。）第 2条に規定する環境物品等をいう。）の使用を積極

的に推進するものとする。グリーン購入法第 6条の規定に基づく「環境物品等の調達の推進

に関する基本方針」で定める特定調達品目を使用する場合には、原則として、判断の基準を

満たすものを使用するものとする。 

 

26 その他 

ここに定めのない事項又は疑義等が生じた場合は、監督員と受注者が協議して定める。 

 

以 上 



 5 / 11 

（別紙） 

積算上の条件について 

1 積算基準等について 

１） 本工事が適用する主な積算基準書は以下のとおりである。 

水道工事積算基準書（堺市上下水道局 令和４年４月版） 

令和３年度建設工事積算基準（堺市建設局） 

下水道用設計標準歩掛表令和３年度（日本下水道協会） 

２） 積算単価月と適用単価の関係は以下のとおりである。 

 本工事の積算単価月：４月 

単価種別 適用する単価 備考 

公共工事設計労務単価 令和 4年 3月の労務単価 
「国土交通省単価」、「大阪府単

価」 

設計業務委託等 

技術者単価 
令和 4年 3月の技術者単価 

「国土交通省単価」「大阪府単

価」 

物価資料単価 
積算単価月の前月の物価資料単価 

（例）9月の積算単価月ならば 8月版 

「Ｗｅｂ建設物価（一般財団法

人 建設物価調査会）」 

又は「積算資料電子版（一般財

団法人 経済調査会）」 

市場単価 

積算単価月 市場単価の適用月 
「デジタル土木コスト情報（一

般財団法人 建設物価調査会）」

又は「土木施工単価（Ｗｅｂ）

（一般財団法人 経済調査会）」 

4 月・5月・6月 冬号（1月号） 

7 月・8月・9月 春号（4月号） 

10 月・11 月・12 月 夏号（7月号） 

1 月・2月・3月 秋号（10 月号） 

建設廃棄物等受入価格 
令和３年度建設廃棄物等受入価格 

（下半期 R04.2.1 適用） 
大阪府都市整備部 

建設廃棄物（廃路盤材等）

受入価格 

令和 3年度建設廃棄物（廃路盤材）受入価

格 

大阪府都市整備部 

※廃路盤材（再生砕石・再生ク

ラッシャラン、水硬性スラグ等）

に適用 

資材調査単価 

令和 3年度資材調査単価 堺市建設局 

令和 3年度資材調査単価［公共事業建設資

材価格調査］【一般土木編】 
大阪府都市整備部 

上水道資機材調査価格（令和 4年 3月版） 
堺市上下水道局 

（堺市上下水道局 HP公表） 

上下水道資材等価格表（令和 4年 3月版） 
堺市上下水道局 

（堺市上下水道局 HP公表） 

建設機械等損料 令和 3年度版建設機械等損料表 （一社）日本建設機械施工協会 

施工パッケージ型 

積算方式標準単価 

施工パッケージ型標準単価表 

（令和 3年 4月適用） 
国土交通省 

 

 

 

３） 本工事における夜間施工は、通常勤務すべき時間帯をはずして作業する労務単価を採用

している。 

４） 夜間施工の代価表のアスファルト単価は、夜間補正を行った単価を計上している。 
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2 経費率について 

１） 工事価格の算定に用いる共通仮設費率及び現場管理費率は、舗装工事における最大経

費率とする。また、各経費率については、施工地域等に応じた補正係数又は補正値によ

り補正した数値とする。 

２） 工事価格の算定に用いる一般管理費等率は、想定総数量に各工種の設計単価を乗じた

金額の合計に、上記の各経費率を用いて算出した共通仮設費及び現場管理費を加算した

工事原価を対象額とした経費率とする。また、この経費率については、前払金支出割合

および契約保証に係る補正は行わない。 

 

想定数量は次のとおりとする。 

  ・舗装版切断 アスファルト舗装版 舗装厚：15 ㎝以下 

   時間的制約を著しく受ける 昼                      3,300m 

  ・舗装版切断 アスファルト舗装版 舗装厚：15 ㎝を超え 30 ㎝以下 

   時間的制約を著しく受ける 昼                      3,000m 

  ・区画線工（溶融式 白 厚 1.5㎜） 

   実線 幅 15 ㎝ 時間的制約を著しく受ける 供用区間 昼          3,200m 

  ・区画線工（溶融式 白 厚 1.5㎜） 

   ゼブラ 幅 30㎝ 時間的制約を著しく受ける 供用区間 昼         2,300m 

  ・区画線工（溶融式 白 厚 1.5㎜） 

   ゼブラ 幅 45㎝ 時間的制約を著しく受ける 供用区間 昼         2,900m 

  ・区画線工（溶融式 白 厚 1.5㎜） 

   幅 15㎝換算（矢印・記号・文字） 時間的制約を著しく受ける 供用区間 昼   2,800m 

  ・自転車レーン設置工（車道・歩道） 

   密粒 青色 時間的制約を著しく受ける 昼                1,400m2 

  ・自転車レーン設置工（車道・歩道） 

   排水性 青色 時間的制約を著しく受ける 昼               1,600m2 

 なお、これらの数量はあくまでも積算上の想定数量であり、発注を保証するものではな

い。 

３） 工事価格の算出において、共通仮設費積上分（安全費等）は、建設工事積算基準（堺

市建設局）に基づく積算を行うものであり、共通仮設費（率分）の対象外工種とする。 

４） 直接工事費に計上している工種の設計金額は、設計単価に共通仮設費率、現場管理費

率及び一般管理費等率を乗じた額とする。また、共通仮設費積上分に計上している工種

（安全費等）の設計金額は、設計単価に現場管理費率及び一般管理費等率を乗じた額と

する。 

 

 

3 単価について 

 本工事において使用する単価について同等の商品がある場合、「一般財団法人 建設物

価調査会」又は「一般財団法人 経済調査会」の単価を比較し安価なものを採用している。 

 

 

4 建設産業廃棄物の単位体積重量（比重） 

建設産業廃棄物の単位体積重量（比重）について、積算上の条件は、次表のとおりとする。 
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品   目 地山の単位体積重量（t/m3） 

アスファルト塊（切削・掘削）（ﾍﾞﾝｶﾞﾗ含む） 2.35 

コンクリート塊（無筋） 2.35 

廃路盤材（再生砕石・再生ｸﾗｯｼｬﾗﾝ等） 2.04 

廃路盤材（スラグ等） 2.08 

 

5 建設副産物の処理 

１） 再資源化等をする施設への運搬距離 

① 本工事における特定建設資材廃棄物について、積算上の条件は次表のとおりとする。 

なお、運搬距離の起点は、堺市堺区役所とする。 

 

（昼間） 

特定建設資材 

廃棄物の種類 
再資源化施設の名称 所在地 運搬距離 

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊（無筋） 栄運輸工業（株） 
堺市西区築港新町一丁5番

29 及び 3丁 44 番 18 15.0 ㎞ 

ｱｽﾌｧﾙﾄ塊（掘削） 

舗装厚 15 ㎝以下 
新光開発（株） 松原市大堀 4丁目 536 番 1 18.0 ㎞ 

ｱｽﾌｧﾙﾄ塊（掘削） 

舗装厚 15 ㎝超 

大成ロテック（株） 

岸和田合材工場 
岸和田市臨海町 14 番 15.0 ㎞ 

（夜間） 

特定建設資材 

廃棄物の種類 
再資源化施設の名称 所在地 運搬距離 

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊（無筋） 新光開発（株） 松原市大堀 4丁目 536 番 1 18.0 ㎞ 

ｱｽﾌｧﾙﾄ塊（掘削） 

舗装厚 15 ㎝以下 
新光開発（株） 松原市大堀 4丁目 536 番 1 18.0 ㎞ 

ｱｽﾌｧﾙﾄ塊（掘削） 

舗装厚 15 ㎝超 

（協）大阪南部リサ

イクルセンター 
富田林市大字喜志2594番1 15.0 ㎞ 

 

 

② 本工事における特定建設資材廃棄物以外の下記の建設廃棄物について、積算上の条件は次

表のとおりとする。 

（昼間） 

品 目 再資源化施設の名称 所在地 運搬距離 

廃路盤材（ｽﾗｸﾞ） 
（協）大阪南部リサ

イクルセンター 
富田林市大字喜志2594番1 15.0 ㎞ 

廃路盤材（再生砕石） 
堺土木工事業協同組

合 

和泉市北田中町506番ほか

４筆の一部 
6.0km 

廃路盤材（再生ｸﾗｯｼｬﾗﾝ） 
堺土木工事業協同組

合 

和泉市北田中町506番ほか

４筆の一部 
6.0km 
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（夜間） 

品 目 再資源化施設の名称 所在地 運搬距離 

廃路盤材（ｽﾗｸﾞ） 新光開発（株） 松原市大堀4丁目536番 1 18.0 ㎞ 

廃路盤材（再生砕石） 
堺土木工事業協同組

合 

和泉市北田中町 506番ほ

か４筆の一部 
6.0km 

廃路盤材（再生ｸﾗｯｼｬﾗﾝ） 
堺土木工事業協同組

合 

和泉市北田中町 506番ほ

か４筆の一部 
6.0km 

※廃路盤材（ｽﾗｸﾞ）は水硬性スラグとする。 
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（別紙） 

過積載と疑わしい車両の目安 
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（別紙） 

暴力団等の排除について 

 

１ 入札参加除外者を下請負人等とすることの禁止 

（１）受注者は、堺市上下水道局契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外を受け

た者又は堺市暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員及び同条第３号に規定

する暴力団密接関係者を、下請負人等（再委任以降のすべての受任者、一次及び二次

下請以降すべての下請負人並びに資材、原材料の購入契約その他契約の相手方を含む。

以下同じ。）としてはならない。 

（２）これらの事実が確認された場合、本市は受注者に対し、当該下請負人等との下請契約

等の解除を求めることができる。 

 

２ 下請契約等の締結について 

受注者は、下請負人等との下請契約等の締結に当たっては、建設工事標準下請負契約

約款（昭和５２年４月２６日中央建設業審議会勧告）又は同契約約款に準拠した内容を

持つ下請契約書に、本市の契約約款に準じた暴力団排除条項を加えることとする。 

 

３ 誓約書の提出について 

（１）受注者は、堺市暴力団排除条例第８条第２項に規定する暴力団員又は暴力団密接関係

者でない旨の誓約書を本市に提出しなければならない。 

また、受注者は、下請負人等がいる場合には、これらの者から暴力団員又は暴力団密

接関係者でない旨の誓約書を徴収して、本市へ提出しなければならない。 

ただし、本市が必要でないと判断した場合は、この限りではない。 

（２）本市は、受注者及び下請負人等が当該誓約書を提出しない場合は、入札参加停止を行

うことができる。 

 

４ 不当介入に対する措置   

（１）受注者は、この契約の履行に当たり暴力団員又は暴力団密接関係者から、暴力団を利

することとなるような社会通念上不当な要求又は契約の適正な履行を妨げる行為（以

下「不当介入」という。）を受けたときは、直ちに本市に報告するとともに、警察に届

け出なければならない。 

（２）受注者は、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者から不当介入を受けたときは、

直ちに本市に報告するとともに、当該下請負人等に対して、警察に届け出るよう指導

しなければならない。 

（３）本市は、受注者が本市に対し、（１）及び（２）に定める報告をしなかったときは、

堺市暴力団排除条例に基づく公表及び入札参加停止を行うことができる。 

（４）本市は、受注者又は下請負人等が不当介入を受けたことによりこの契約の履行につい

て遅延等が発生するおそれがあると認めるときは、受注者が（１）に定める報告及び

届出又は（２）に定める報告及び指導を行った場合に限り、必要に応じて履行期間の

延長等の措置をとるものとする。
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（別紙） 

工事看板記載例 

 

ご迷惑をおかけします 

水道管の修繕跡の 

復旧を行っています。 

令和○○年○○月○○日まで 

時間帯：○○：○○ ～ ○○：○○ 

＜舗装復旧工事＞ 

発注者 堺市上下水道局 ○○課 

電話 ○○○―○○○○ 

受注者 ○○○○○ 

現場代理人 ○○ ○○ 

電話 ○○○―○○○○ 

 

 


